
飯田市告示第140号 

 

 飯田市建設工事等入札制度合理化対策要綱を次のように定め、令和７年５月１日から付与する

資格に係る申請から適用する。 

 なお、飯田市建設工事等入札制度合理化対策要綱（平成26年飯田市告示第44号。以下「旧要綱」

という。）は、廃止する。ただし、この告示による廃止前の旧要綱の規定に基づき行われる令和

４年度から令和６年度までの競争入札参加資格審査については、なお従前の例による。 

 

  令和６年９月30日 

 

飯田市長 佐 藤  健 

 

飯田市建設工事等入札制度合理化対策要綱 
 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、建設工事並びに建設工事に係る測量、調査、設計及び工事監理の業務につ

いて飯田市が行う入札等（次条及び第３条において「入札等」という。）に際し、事業の公共

性並びに特殊性に鑑み、業者の信用、技術及び施工能力等を重視して公正自由な競争を図る必

要があるため、入札に参加を希望する者に対する合理的な資格基準として長野県が設けた長野

県建設工事等入札制度合理化対策要綱（昭和39年２月18日38監第109号。以下「県要綱」とい

う。）に定めるもののほか、適正な運営を行うために必要な事項を定めるものとする。 

（競争入札に参加することができない者） 

第２条 県要綱第３の規定は、入札等の参加資格について準用する。この場合において、同第３

号中「「消費税及び地方消費税」」とあるのは、「「消費税及び地方消費税」、「市町村

税」」と読み替えるものとする。 

 （競争参加資格審査の申請） 

第３条 入札等に参加を希望する者は、県要綱第６に規定する長野県入札参加資格申請受付・審

査システムを利用して、資格の申請を行うものとする。この場合において、当該者が市内に本

店を有するものである場合は、県要綱第６に規定するもののほか、次に掲げる書類を添付して

申請するものとする。 

 (1) 市税完納証明書（飯田市が発行したものに限る。） 

 (2) 資本的又は人的関係調書 

（独自審査等） 

第４条 市長は、県要綱第７の規定による長野県知事が行う審査の結果の送付があったときは、

当該送付があった書類の内容の審査（以下この条において「独自審査」という。）をするもの

とする。この場合において、当該書類が飯田市の区域外に本店を有する者が申請したものであ

る場合は、独自審査を要しない。 

２ 市長は、独自審査の結果、競争入札参加資格の認定をしたときは、市の競争入札参加資格者

名簿に登録するとともに、申請者（県要綱第６に規定する資格の申請を行った者をいう。）に

対し、当該名簿に登録した旨及び付与した等級等を通知するものとする。 

（競争入札参加資格者登録名簿の変更等） 

第５条 県要綱第８第１項の規定は、市の競争入札参加資格者名簿の登録事項の変更の届出に準

用する。この場合において、「第７」とあるのは「前条第２項」と読み替えるものとする。 



２ 市長は、県要綱第８第２項の規定により長野県の競争入札参加資格者登録名簿の変更が行わ

れたことが確認されたときは、市の競争入札参加資格者登録名簿の変更を行うものとする。 

（設備工事の分離契約） 

第６条 市長は、電気工事、電気通信工事又は管工事等の設備工事については、分離して入札に

付することができる。 

（業者の選定） 

第７条 県要綱第13の規定は、市長が行う業者の選定に準用する。この場合において、県要綱第

13第２中「県」とあるのは「市」と、「別に定める」とあるのは「別表のとおりとする」と読

み替えるものとする。 

（随意契約における業者の選定） 

第８条 随意契約による場合の業者選定は、前条の規定を準用し、有資格者の中から選定するも

のとする。 

（選定の特例） 

第９条 市長は、特殊の技術を要する工事、緊急を要する工事又は特別の事由があると認めると

きは、前２条の規定にかかわらず業者を選定することができる。 

（秘密の保持） 

第10条 市長は、業者の選定については、関係者以外の者に漏れないよう秘密の保持に注意しな

ければならない。 

（補則） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、競争入札参加資格に関する事務の取扱いについて必要な

事項は、市長が別に定めるものとする。 



別表（第７条関係） 

建築工事種別 等級 工事金額 

１ 土木一式工事 Ａ 500万円以上 

Ｂ 300万円以上8,000万円未満 

Ｃ 3,000万円未満 

Ｄ 1,500万円未満 

Ｅ 800万円未満 

２ 建築一式工事 Ａ 900万円以上 

Ｂ 700万円以上9,000万円未満 

Ｃ 4,500万円未満 

Ｄ 2,000万円未満 

Ｅ 900万円未満 

３ 電気工事及び電気通信工事 Ａ 200万円以上 

Ｂ 2,000万円未満 

Ｃ 600万円未満 

４ 舗装工事 Ａ 全額 

Ｂ 3,500万円未満 

Ｃ 500万円未満 

５ 水道施設工事 Ａ 200万円以上 

Ｂ 3,000万円未満 

Ｃ 1,500万円未満 

６ 管工事及びその他工事 Ａ 200万円以上 

Ｂ 3,000万円未満 

Ｃ 700万円未満 

 

 

 


